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昇 進 に よ る イ ンセ ンテ ィブ

トー ナ メ ン ト理論 とそ の課題

清 滝 ふ み

概要 既存研究をサーベイすることにより,昇 進によるインセンティブが企業組織において

不可欠であるということを明らかにする。従業員がインフルエ ンス活動に従事できる場合や

人的資本投資に関するホール ドアップ問題があるような状況などでは,企 業組織は,成 果に

基づいた金銭的な報酬ではインセンティブを与えることができない。そのため昇進によるイ

ンセンティブが不可欠となるのであるが,昇 進によるインセ ンティブには様々な欠点が存在

する。 したがって,そ の欠点を回避,軽 減するような昇進システムや報酬契約を設計する研

究が必要とされる。
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Abstract This paper surveys the theoretical literature on incentives in organiza-

tions and points out that using promotion as an incentive is essential. When em-

ployees can engage in influence activities or if there is a hold—up problem with 

unverifiable human capital investment, incentives based on monetary bonus do not 

work. Promotion however can be used as an important instrument in motivating 

employees but there are some problems. This paper discusses how the employer 

can resolve problems associated with promotion. 
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1.は じ め に

人事の経済学とは,報 酬,昇 進,職 務配置,仕 事の構成など企業人事に関する問題を経

済理論の手法を用いて分析するものである。伝統的な経済理論では,企 業 とは生産要素を

投入 して生産物を供給するという生産関数で表現される機械的な主体 として扱われてき

た。そこでは,企 業で働 く従業員は原材料や機械などの生産要素 と同様に,賃 金を支払わ

れて生産物を生み出すだけの存在であった。 しか し,実 際の企業組織では,労 働という生

産要素を毎期,市 場の価値に等 しい賃金で雇用するという形ではなく,新 入社員を長期間

(あるいは定年まで)雇 用するという形をとっている。そこでは,新 入社員を採用する段階

を除いて,労 働市場か ら遮断されている。さらに,人 間には他の生産要素 と異なり,怠 け

たいという誘惑があるし,複 数の従業員で共同作業をする場合には,人 と人との戦略的な

関係 も生 じる。 したがって,利 潤の最大化を追求する雇用主(企 業)は,従 業員をうま く

動機付けるような人事政策を講 じなければならない。また,企 業組織にはさまざまな仕事

が存在するが,従 業員の能力や適性には差異があるため,雇 用主は従業員の能力や適性を

学習 してそれぞれの特性に適 した職務に配置するようにしなければならない。 このような

人事の問題は,80年 代に経済理論に登場 した契約理論によって分析が可能となったのであ

る(%

契約理論では,個 人の行動や特性が他人には観察できない(あ るいは立証可能でない)

という非対称情報が存在する状況を分析対象 としている。非対称情報が存在する場合に

は,情 報を持 っていない主体は,自 分にとって望ましい行動を他人にとらせる,あ るいは

保有する情報を正直に報告させるようなインセンティブを与える必要が生 じる。 このよう

にインセンティブの問題を解決するような契約を設計 し提示する主体をプリンシパル,契

約を提示される主体であり,プ リンシパルの利益に影響を与える主体をエージェン トと呼

ぶ。そして,契 約理論 とは,プ リンシパルにとって望ましい結果をもたらすような契約 と

は何かを明 らかにする学問であり,そ のモデルはプリンシパル ・エージェン トモデルと呼

ばれている。人事の経済学では,雇 用主をプリンシパル,従 業員をエージェン トととらえ

る。今 日,人 事の経済学は,契 約理論の応用分野 としてもっとも多くの研究がなされてい

(1)人 事 の 経 済 学 につ いて の サ ーベ イ論 文 と して は,GibbonsandWaldman(1999b),Gibbons

(1997),Prendergast(1999)な ど が あ る。 ま た,人 事 の 経 済 学 の 包 括 的 な 研 究 書 と して は

Lazear(1995)が あ る。
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る分野 であ る。

契約理論 の一 番基本的な問題 は,リ スクとイ ンセ ンテ ィブの トレー ドオ フである。 エー

ジェン トにイ ンセ ンテ ィブを与え るため には,立 証可能 な成 果に報酬 を依 存 させる必 要が

あ る。 その場 合,報 酬 はエー ジェン トが制御不 可能 な要 因によ って変動 する とい う リス ク

があ る。 しか し,プ リンシパルが リスク中立的,エ ージ ェン トが リス ク回避 的な場 合,リ

ス クをエー ジェン トに負わせ るような報酬 は,リ スクがない報酬 の場合 よ りよ りも平均 的

に高 くな って しまう。 つ まり,イ ンセ ンテ ィブの観点 か らは成果 に報酬 を依 存 させるのが

望 ま しいが,リ スク分担の観点か らは,報 酬 は固定 されている方 が望 ま しい とい う トレー

ドオ フが生 じる。 この リスクとインセ ンテ ィブの トレー ドオフの問題 を考 慮 して,最 適 な

契約 を導 出す るのが契約理論の基本的な問題で ある。

人事 の経 済学 も出発点 は,リ スクとイ ンセ ンテ ィブの トレー ドオ フの問題 であ った。 そ

して,近 年 において は,現 実の企業組織の調査研究 や実証研究 の結 果 と照 合 しなが ら,人

事特 有の慣 習や システムの理論研究が数多 くなされるよ うにな っている。 その中で も主 要

な研究課題の ひとつが,企 業組織 におけるキ ャリア形成,つ ま り昇進 であ る。 そ して,昇

進の インセ ンテ ィブ効果や適材適所 に従業員 を配置す る とい う役割について多 くの研究が

な されて きた。 そ こで,本 論 文 において,既 存 研究 をサ ーベ イ し,昇 進 に よるイ ンセ ン

ティブの重要性 とその問題点 を示す ことにす る。

2.昇 進 によ る賃金上昇

企業組織 において,賃 金 は ヒエラルキーの上位 に位置す るほ ど高 くな る。 この事実は,

ヒエラルキーのラ ンクが賃金 を決 める重 要な要因であ ることを意味 してい る。そ して,多

くの実証研究 は,賃 金上 昇の大部分 は昇進 によ って説明 され ることを明 らか に して いる。

例 えば,Baker,Gibbs,andHolmstrom(1994)は,ア メ リカのサ ー ビス産業 のあ る企

業 の人事 データよ り,ヒ エラルキーの ヒ位の ランクほど賃金が高 くな り,ヒ エ ラル キーの

ラ ンク間の賃 金差は ヒエ ラルキーの上位 ほ ど増加 す ることを見 出 して いる。Trebleetal.

(2001)は,イ ギ リスのサー ビス部 門の企業 のデー ターを用 いて同 じよ うな結 果を得て い

る。 また,Grund(2002)は,同 じオーナー によって所有 され るアメ リカ と ドイツの製造

業の2つ の企業のデー ターを用いて,両 国の企業が と もに賃金 とヒエラルキーのラ ンクの

間に正の関係があ ること,さ らに,ド イツの企業の方が 同 じラ ンクに属す る従業員 問の賃

金差が少ない ことか ら,ア メ リカの企業 よ りも,賃 金 が ヒエラルキーの ランクによ り密接
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に関係 してい ることを示 した。 日本 において も,Tachibanaki(1987)な どの研究 によ り,

個 人の賃金水準を決定す る要因 と して ヒエ ラルキーのラ ンクが もっとも重要であ ることが

示 されて いる。

この ように,賃 金を決定す る要因 と して,ヒ エラルキーのラ ンクが もっとも重要な決定

要因 とな ってお り,賃 金上昇の大部分が昇進 によって実現す る とい う特 徴は,産 業や国に

関わ らず観察 されて いる。で は,な ぜ,ヒ エラルキーのL位 ほ ど賃金が高 くな るのだろ う

か?理 論的 にはい くつかの説明が なされ ている。第1の 説 明 としては,イ ンセ ンテ ィブ

を与え るため人為的 に設計 されて いるとす る ものである。 この見地 は,契 約理 論か らの見

地であ り,特 に,次 節で紹介す る トーナメ ン ト理論が昇進 のイ ンセ ンテ ィブ効果を説 明す

る理論 と して有名であ る。従業員の努力 を観察で きない状況 では,雇 用 主は何 らかのイ ン

セ ンテ ィブが働 く仕組 みを考え な けれ ばモ ラルハ ザー ドの問題 を引 き起 こ して しま う。

トーナ メン ト理論で は,昇 給を昇進競争の勝者へ の賞金 とと らえる。 そ して,従 業員に仕

事を頑張 らせ るため には,昇 進競争 に勝つ ことの賞金 と して,昇 進 に ともな う昇給 が必 要

であ り,プ リンシパルであ る雇用主 は,昇 給を設計す ることによ って,た とえ従 業員の努

力を観察す ることがで きな くて も従業員 に適切な努力 をさせ ることができる。 その結 果,

ヒエ ラルキーの階段を登 ってい くにつれて,賃 金 は上昇 して い くことになる。

第2の 説明 としては,昇 進は能力が高い ことの シグナル をとなるので,競 合企業 に引き

抜 か れ な いた め には,高 い賃 金 を提 示 す る必 要が あ る とす る もの で あ る(Waldman ,

1984)。 雇 用 主は従業員の能 力は採用時点 ではわか らないが,雇 用期間 を通 じて学習 して

い く。他の企 業が従業 員の能 力を観察 で きないが昇進 の決定 を知 るこ とがで きる という

(非 対称 な学 習)場 合 には,昇 進 だ けが能力 が高い ことの シグナ ルとなるので,優 秀 な労

働 者を引き抜 きたい と考 えてい る潜在的雇用主は昇進 した労働者 によ り高 い賃金 を提示す

るこ とになる。雇用主 は,引 き抜 かれないために昇進に ともな って,高 い賃金を払 わなけ

ればな らな くなる。 その結 果,賃 金は,各 個人の生産性に依拠す るもので はな く,他 の企

業 にと って観察可能 な,企 業 内のポ ジション(ラ ンク)に 依存す るようにな る(2)。

第3に,効 率賃金仮説 による次 のよ うな説 明がある。 企業組織の下部では,上 司 による

(2)能 力の学習が進むにつれて従業員は能力に適 した職務に配置されることになるので,昇 進 とと

もに生産性は高まることになる。他の企業 も同じように能力の学習ができる(対 称的な学習)場

合には,各 労働者の期待生産価値に等 しい賃金を提示するので,期 待生産性の上昇 とともに賃金

が上昇することになる(HarrisandHolmstrom ,1882,GibbonsandWaldman,1999a)。 した
がって,対 称的な学習の場合でも昇進とともに賃金は一ヒ昇することになるが,非 対称な学習の場

合と異なり,同 じランク内でも賃金に個人差があることになる。
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監視 があ り,仕 事 を怠 ければ発見 される可能性 が高いが,上 部 ほど怠慢を発見 され る確率

が下が るため,怠 慢 を阻止す るためには,解 雇 され ることによる損失を大 き くす る必要が

ある(CalvoandWelliz,1979)。 そ の結 果,解 雇 された ときに得 られ る期待効用を所 与と

す ると,ヒ エ ラル キーの上位 ほど怠 けるのを防 ぐのに支 払わなければな らない賃金は高 く

な る。

第4に,人 的資本理論(Becker1962)の 見 地か ら,ヒ エ ラル キーの上位 ほ ど,必 要 と

され る人的資本は多 くな り,生 産性 も上昇す るので賃金 が高 くなる とい う説 明があ る。 最

後に,RajanandZingales(2001)は,ヒ エ ラルキーの上位 にいる ものほ ど,賃 金交渉に

おいて交 渉力が強 くな るので,賃 金が高 くな ることを示 している。 ヒエラルキー構造 にお

いて,上 司は雇 用主 と部下 をつな ぐ役割を して いる。 もし,あ る従業員 との賃 金交 渉が決

裂 した場合 には,彼 の直属 の部 下を使用す ることがで きな くなる。 ヒエラルキーの上位 ほ

ど,彼 の配下 にあ る部下 の数 が多 くな るので,交 渉が合意 に達す ることによる余剰 が大 き

くなる。 その結果,ヒ エ ラルキーの階層 が固定 されて いる場合 には,上 位 に位 置す る従業

員 ほ ど,賃 金が 高 くなる。 また,所 与の地位 の もとで は,部 ドの数が多 い従業員 ほど賃金

が高 くなるこ とが示 される。

上記の いずれの モデルにせ よ,ヒ エラルキーの上位 ほど賃金が高 くな るという事実 は,

直 接的 にせ よ間接的 にせ よ,昇 進が従業員 に現在 の仕事 で頑張 らせ るインセ ンティブを与

えてい ることにな る。 そ して,企 業組織 では第3節 で議論 す るように,こ の昇進 によるイ

ンセ ンテ ィブが重要 とな る。

3.絶 対 成 果vs.相 対 成 果

従業員にイ ンセ ンテ ィブを与え る方法 と して は,出 来高払 いのよ うに,個 々の従業員の

観察可能(立 証可能)な 成果 に基づ いて賃金 を支払 うとい うものがあ る。 この場合,賃 金

は,個 人の絶対的な成果に基づいて支払われ るこ とになる。一方,賃 金を個 人の成果に依

存 させな くて も,優 れた成果をあげた従業員を よ り賃金 の高 い仕事 へ昇進 させ るとい う方

法によ って もイ ンセ ンテ ィブを与え ることがで きる。

あ るポス トに空 きが生 じた場合 の昇進選考 は,そ のポ ス トのす ぐ下の ポ ジシ ョンか ら

もっとも適 当な人を昇進 させ るとい う方法でな され る。 この場合,昇 進 す る人は,他 の候

補者 と比較 して,他 の候補者 よ りもす ぐれて いた ことか ら昇進 し,高 い賃 金を得 ることに

なる。 したが って,昇 進 によ って インセ ンテ ィブを与え る とい うことは,従 業 員の絶 対的
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な成 果に基 づいて報 酬を与 えてい るのではな く,他 の従業員 と比較 した相対的 な成果 に基

づいて報酬 を与 え るとい うことにな る。 この ような昇進の理論的 なモデルと して,ト ーナ

メン ト理論が ある(3)。トーナ メ ン ト理論 では,従 業 員の賃金 が個 人の絶対的な成果 ではな

く,従 業員間で比較 した相対的な成果(成 果の順序)に したが って支払 われる ところに特

徴があ る。従業員間での比較 は昇進の決定 において 重要 な役割 を果た してお り,昇 進 に伴

う昇給 は一番 よい成果 を収 め た従 業員 にあたえ る賞 金で あ るとと らえ るこ とがで きるの

で,ト ー ナメン ト理論 は,昇 進が もた らす イ ンセ ンテ ィブを分析 す るモデル として知 られ

て いる。 そ して,ト ーナメ ン ト理論 を用 いるこ とによ り,昇 進 に伴 う賃金上昇の最適なサ

イズを導 出す ることが可能 となる。本節 では,昇 進 による インセ ンテ ィブ効果を分析す る

前 に,絶 対的成果 に基づ く賃 金契約 と相 対的成果に基づいた賃金契約(4)の 基 本モデルを提

示 し,両 者 のメ リッ トとデメ リッ トを比較 しよ う。

3.1設 定

単純化 のために,2人 の同質な従業員'と ノを考 える。 従業員 ん(ん一',ノ')の成 果(生 産

量)は,彼 が行 う努力水準4と 確率変数 ε人に依 存 してお り,v人 〆+ど で表 され るとす

る。 ♂(ん=',ノ)は 従業員 んの成果 にのみ影響 を与える確率変数 であ り,平 均0,分 散 ゲ

の正規分布に したが ってい るとす る。 また,ε'と ε'は同一かつ独立 に分布 してお り,そ

れぞれ確 率分布F(ε),確 率 密度 ∫(ε)で 表す。雇用主 は,〆 も εAも観察す る ことができ

な いが,ゾ は観察 可能で あ ると仮定 す る。従業 員 にと って努力 は費用 の要す る行動で あ

り,費 用関数をC(θ り で あ らわす。 費用 関数 は,C(0)0,ご(の>0,C"(の>0と い う性

質を満た してい るとす る。

雇用主が従業員 んを雇 用す ることによって得 る利得 は,yL礎 で 表 され るとす る。 ここ

で,礎 は従業員 々に支払われ る賃金 を表 して いる。一方,従 業 員の効 用は,賃 金の増加関

数であ り,努 力の減少関数 となる。 ここでは単純化 のため従業 員は リスク中立的であ ると

仮定 し,効 用関数は び=即C(の で あ るとす る。 また,従 業員は,こ の雇用主 との契約

を受 け入れな い場合 は,留 保効用0を 得 る とす る。

以上 の設 定の下 で,フ ァー ス トベ ス ト(効 率的 な)の 努力水準 は,期 待余剰EyC(の

(3)ト ーナメントモデルは,契 約理論では,複 数工一ジェントのモラルハザー ド問題に分類され,

伊藤(2003)第6章 で説明されている。

(4)相 対業績評価には,同 じ仕事をしている従業員の平均 アと個人の成果の差に基づいて賃金を支

払うという形(文 献)も あるが,本 論文では トーナメント理論を示す言葉として用いることにす

る。
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を最大 にす る努力水準 であるので,

Cノ(〆B)=1 (1)

と定義 され る。 も し,従 業員の努力水準が観察可能 かつ第3者 によ り立証 可能であ るな ら

ば,雇 用主 は,従 業員 に8F8を 行 った場合だ け賃金W=0+C(8'り の 賃金を支払 うとい う

契約を提示すれば,フ ァー ス トベ ス トを達成す ることができる。 しか し,雇 用主 が努力水

準を観察で きない ような状況で は,賃 金契約を工夫 して,従 業員 にイ ンセ ンテ ィブを 与え

る必要 が ある。絶 対成果 に基 づ くイ ンセ ンテ ィブ契約 とは,例 えば賃 金をW(vり=α+

βy人の ように,従 業員 たの成果 のみ に依存 させ る もので ある。一方,ト ーナ メン トによる

イ ンセ ンテ ィブ とは,複 数 の従業 員の成果 を比較 して,成 果の高 い方 の従業員 に 購,低

い方 の従業員 に 琳 を与 える とい うものであ る。

3.2絶 対 成果 に基づ くイ ンセ ンテ ィブ

雇 用主 が線形賃 金契約W(yり=α+βy人 を提 示す る場合 を考 え る。 こ こで,α は基本

給,β は成 果 に依 存 して支 払 わ れ るボ ーナ スを表 して い る。従 業 員 は期 待 効 用EW-

C(の が 最大 になるよ うに努力水準 を決 めるので,従 業員 奴ん一',ノ)の 問題 は

rnaxα+βE[v丸]-C(4)
ぞ人

(2)

とな る。 この問題の1階 の条件 は

Cノ(式)一 β (3)

とな る。(3)式 は,従 業員の努力水準 はβが大 きいほ ど高 くなる ことを示 してい る。(D式 と

(2)式 よ り,β=1の とき,フ ァース トベス トの努力水 準を選択す ることにな る。

また,従 業員 に契約 を承諾 させ るためには留保効用 び 以上 の期待効用を与え る必 要が

あ るので,賃 金契約は次の参加制約を満たす必要が ある。

EWC(の ≧0 (4)
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このとき雇用主の問題は

maxE[yL朗
α,β,〆

subjectto(3),(4)

とな る。 αは従業員のイ ンセ ンテ ィブには関係がな いので,参 加制約(4)式 を等号 で満 たす

よ うに決定すれば よい⑤。 したが って,(4)式 を 目的関数 に代入 して解 くことによ り,β=1

を 得 る。 したが って,C'(の=1と な り,雇 用主 は フ ァー ス トベ ス トの努 力水準を達成す

ることがで きる。 また,従 業員に支払 う期待賃金は参加制約 よ りEW=0+C(〆8)と な る。

この ように,従 業員が リスク中立的で あるな らば,リ ス ク分担 の問題 がないので,β 一

1を 選ぶ,つ ま り従業員 に リスクをすべ て負わせる ことに よ り効率的 な努力 を達成 す るこ

とがで きる。 しか し,従 業員が リス ク回避 的な場合 には,伝 統 的な契約理論 で示 されてい

るよ うに リス クとイ ンセ ンテ ィブの トレー ドオ フの問題 のた めに,β は1よ り小 さ くな

る。雇用主が リス ク中立 的であ り,従 業員 が リスク回避 的な場 合 には,リ スクの観点か ら

は,す べての リス クを雇用主が負担す るつ ま り β=0が 最適 となる。 しか し,そ の ような

固定給 の もとでは,従 業員 は努 力を行 うイ ンセ ンテ ィブをま った く持たな い。 この ような

リス クとイ ンセ ンテ ィブの トレー ドオ フの結 果,付 録 で示 されて いるように,β は0と1

の 間の値 となる。 したが って,従 業 員が リス ク回避 的な場合 には努力水準 は過少 とな って

しま うのである。 そ して,従 業 員が リスク回避的であ るほど,職 務の不確実性が大 き くな

るほ ど,最 適 な βの値 は小 さくな って しまう。

3.3ト ー ナメ ン ト理論

トーナ メン トモデルの先行研 究 としては,LazearandRosen(1981),GreenandSto-

key(1983),NalebuffandStiglitz(1983)な どが あ る。 トーナ メ ン ト理論 で は,雇 用

主は従 業員 ∫と従業員 ノの成果を比較 して,成 果が大 きい従業員 には賃金Wl,を,小 さい方

の従業員には 凧 を与え るという契約 を提示す る,,こ の とき,△W=貼 一四 は勝者へ の賞

金(ボ ーナ スあ るい は昇進)で ある。 そ して,従 業員'と 従業員 ノは,そ れ ぞれ期待効用

を最 大にす るよ うに努力水準を同時 に決定す る。

まず,従 業員 ∫の努力 の決定 問題 か ら考 える。従業員 ∫は,四,と 四 が与 え られた もと

(5)こ の場 合,α は マ イナ スの 値 に な る。 た だ し,エ ー ジ ェ ン トに流 動 性 制 約 は な い と仮 定 して い

る。 も し,エ ー ジ ェ ン トに 流 動 性 制 約 が あ る場 合 に は,参 加 制 約 を 等 号で 満 たす こ と は で き な い。
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で,期 待効用

Eぴ=W1十 △Wprob{y,>yノ}-C(6')

一冊 △呼 ㍗ 一F(〆一世 朗 ∫(・・聡 一c(の

(5)

を最 大にす るよ うに,努 力 水準4を 決定す る。 従業員 ノも同様 の問題 を解 く。 したが っ

て,ど=4=e*と な るよ うな対称的ナ ッシュ均衡で は,(5)式 の1階 の条件 は,

△ψ(・ 猛 一⑯
(6)

となる。従業員は(6)式を満たすように努力を決定するので,⑥ 式がインセンティブ制約 と

なる。(6)式は賞金が大きいほど,従 業員の努力水準が大きくなることを示 している。

均衡ではそれぞれの従業員が勝つ確率は1/2で あるので,従 業員の参加制約は,

1冊

2△w-c(・*)≧o
(7)

となる。

雇用主の問題は

レγh十 レγl
rnaxθ*一
△四 蹴,〆2

subjectto(6),(7)
(8)

となる。前 節 と同様 に 四 は従業 員 のイ ンセ ンテ ィブに影響 を与 え ないの で,参 加制約

(7)を等 号で満たす ように決定すれば よい。そ して,こ の問題 の1階 の条件 を整理 す ると,

Cノ(θ*)=1を 得 る。 したが って,最 適 な報酬 スキームの もとで,従 業 員は フ ァース ト・ベ

ス トの努 力水準 を実行す ることにな る。 これは,従 業 員が リス ク中立 的で あ るた めに,

雇 用主 は,イ ンセ ンテ ィブと リス クの トレー ド ・オ フの問題 に直 面す ることな く,△W=

凧 一 四 を決定 す るこ とがで きるか らで ある。 しか し,従 業員 が リスク回避 的であ る場合

は,絶 対 的な成 果に基 づ くイ ンセ ンテ ィブの ときに生 じた問題 と同様 に リス クとイ ンセ ン

テ ィブの トレー ドオフの問題 が生 じる。 そ して,雇 用主 は従業員が負担す る リス クを減 ら

す ために,△Wを 小 さ くす る必要 があるので,イ ンセ ンテ ィブを犠牲 に しなけれ ばな らな
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く な る 。

3.4ト ー ナメン トによるイ ンセ ンテ ィブのメ リッ ト・デメ リッ ト

以上の ような単純なモデルで は,従 業員が リスク中立的で あるな らば,絶 対成果 に基づ

く報酬体系 と同様 に,ト ー ナメ ン トによる報酬体系で も効率 的なイ ンセ ンテ ィブを達成す

ることがで きる。 そこで,本 節で は,前 節 で排除 されていた要 因を考慮 す ることに より,

トーナメ ン トのメ リッ トとデメ リッ トを論 じる ことに しよ う。

まず トーナメ ン トのメ リッ トを列挙 してい こう。従業 員が リスク回避的な場合 には,ど

ち らの場合 で も,従 業員 に与 える リスクを軽減 す るために,イ ンセ ンテ ィブを犠牲 にす る

必要 がある。 したが って,従 業員に 与え る リスクが小 さ くで きるインセ ンテ ィブの方が有

効 となる。 た とえば,従 業員 庶=',ノ)の 成果が,プ=ε 坪 ε斗 ζ とい うよ うに,個 々の従

業 員の成果だ けに影響 を与え る ど だけではな く,景 気な どの よ うに同 じ仕事を して いる

従業員すべてに共通 に影 響を与え る リスクζが存在す ると しよう。 この場合,個 人 の絶対

的成果のみ に依存 した賃金 は,ζ の変動 によ り影響を受 けることになる。一方,ト ーナメ

ン トによる賃金 は,前 もって固定 されて お り,ζ は競争 している従業員す べてに同 じ影響

を与え るので,従 業員の勝敗 には影響 を与え ない。 したが って,ト ーナメ ン トによるイ ン

セ ンテ ィブには,従 業員 に共通 の リス クを排 除できる とい うメリッ トがあ る(Greenand

Stokey,1983,NalebuffandStiglitz,1983)Q

従 業 員 のなか で誰が もっと も生産 したかは誰 が どれだけの量 を生産 したかよ りも観察が

容易 であ り,観 察 の費用 も安 い。 したが って,ト ーナメ ン トは必 要な情報が,従 業員の成

果 の序数 的情報 だけでよい とい うの もメ リッ トである。

3.2節 で 分析 した絶 対的な成果 に基づ くイ ンセ:ノテ ィブは,従 業員の成果 メ が第三者 に

よ って立証 可能 でなければ有効 に働かない。 なぜな ら,も し成果が立証不可能な らば,従

業 員が努 力を行 った後で,雇 用主は成果が低 い と主張 して賃金を削減す る誘 引を持つ こと

にな る(Carmichael,1983)。 この ような雇用主 が契約を破 る とい う雇用主側 のモ ラルハ

ザー ド問題 がある場 合,従 業員は これを予想す るので努力を行わな くな る。一方,ト ー ナ

メン トで は,成 果 は立証 可能で ある必 要はな い(Malcomson,1984)。 な ぜな ら,勝 者 と

敗者に支払われ る賃金は成果が実現す る前に固定 されてい るので,雇 用主が従業員 の成果

を低 く偽 って も利益を得 ることで きないか らであ る。 もちろん,成 果が立証可能で な くて

も,雇 用主 と従業員の関係が長期的であ り,雇 用 主が評判を気 にす るので あれ ば,絶 対 的

な成果 に基づ く業績給 は機能 す る。 しか し,こ の ような場 合新 たな問題 が生ず る。Bak-
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er,JensenandMurphy(1988)やPrendargast(1999)で 指 摘 されてい るよ うに,主

観的な成果評価 による業績給の場合,成 果 を観察す る上 司が,悪 い評価を下 したが らない

傾向があ る。 絶対的成果 に基づ いた業績給 の場合,争 いを嫌 う上 司は,す べての従業員に

同 じよ うな評価 をす るか も しれ ない。 この よ うな場 合 にはイ ンセ ンテ ィブは損な われ る

し,支 払 う賃金は増 加 して しまうか も しれ ない。 一方,ト ーナメ ン トの場 合は,上 司は順

位 を報告 しな ければな らな いので,み んな に同 じ賃金 を 与えるこ とはできない。

このよ うに,ト ーナ メン トによるインセ ンテ ィブは絶 対的な成 果に基 づ くイ ンセ ンテ ィ

ブよ りもさま ざまな メ リッ トがあ る。 一一方,以 下 で述べ るよ うなデメ リッ トも既 存研 究に

よ って指摘 されてい る。

前節 のモデルでは,同 質の従業員を考えて いたが,能 力 が異 な り,従 業 員が能 力の差異

を認識 してい る場 合 には,ト ーナ メン トで は能力 の高い従業員 に も低 い従業員に も適 切な

イ ンセ ンテ ィブを与え ることがで きな い。 なぜ な ら,能 力 の低 い従業員 は,競 争相 手が 自

分 と同 じ努力を行 うな ら,勝 つ確率 は低 いと思 うので,同 質 の従業員 と比較 され るときよ

りもイ ンセ ンテ ィブは低下す る。 一方,能 力の高 い従業員 も,同 質 の従業 員 と比較 される

場 合 よ りも低い努力 で勝 て ると予想す るので,努 力水準 を小 さ くす る。LazearandRo-

sen(1981)は,こ の ように従 業員の能力 が異な る場 合で も,雇 用主 がハ ンデ ィキ ャップ

を うま く設計 す れ ば効率 性 を維持 で きる こ とを示 して い る。 ただ し,最 適 なハ ンデ ィ

キ ャ ップを設定 す るためには,雇 用主 が各従業 員 の能 力の違 いを認識 して い る必要 があ

る。 また,優 秀な従業員 にハ ンデ ィキャ ップを負わせ る ことは,イ ンセ ンテ ィブを改善で

きた として も,昇 進 の ように優秀な従業員 に勝 たせ るこ とが重要 な場 合には矛盾を生 じさ

せ ることにな る。

トーナ メン トの利点 と して,絶 対的な成果 を観察す るよ りも順位 を観察す る方が容易で

あ るとい う点を挙 げたが,も し,成 果が多 面的である場 合や,従 業員が複数の職務を行 っ

てい る場 合 には,ど ちらの従業員が優れ た仕事 を したかを明示す ることはで きないので,

絶 対的な成果 に基づ く業績給 よ りも実行 が簡単 とい うことがいえな くな る(Dye,1984)。

トーナ メン トによるイ ンセ ンテ ィブは,以 下 のよ うに従業員の行動を歪 ませて しまう危

険があ る。 まず,ト ー ナメ ン トで は他 の従業員 を助 け るイ ンセ ンテ ィブはない。 したが っ

て,生 産 に外部性が ある場合や チーム生産 の場 合には トーナ メン トによるイ ンセ ンテ ィブ

は適 さな い(DragoandTurnbull,1991,GaveyandSwan,1992)。 さ らに,ト ーナ メ

ン トで は助 けるイ ンセ ンテ ィブがないだけでな く,競 争相手の妨害を行 うイ ンセ ンテ ィブ

を与え ることになる(Lazera,1989)。 従 業員 が 自分の成果を高め る努力だ けでな く,他 人
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の成果を下 げるような行為 を行 うことが可能 であるな らば,妨 害行為によ って勝つ確率が

高 まるので,ト ー一ナメ ン トの賞金 は努力 だけでな く妨 害行為 のイ ンセ ンテ ィブを与えて し

まうことになるので ある。 また,比 較 されている従業 員たちが共謀す ることが可能であ る

な らば,従 業員 は競 い合 わず にお互い怠 けて,あ とで勝者 が受 け取 る賞金を山分 けす る誘

因 を持つ ようになるので,ト ーナメ ン トを用 いてエー ジェン トを動機づ けることがで きな

い。 このような共謀 は,従 業員 が同僚 の成 果や報酬 が観察 でき る場合や比較 されて いる同

僚 の数が少 な いほ ど起 こ りやす くな り,ト ーナ メ ン トは効果 的で な くなる(Dye,1984,

GibbonsandMurphy,1990)。 最 後 に,従 業 員が 自分 と比較 され る相 手を選べ る場 合 に

は,自 分が勝 てそうな能力 の低 い人を選 ぶので,も し,新 規雇用す る従業員が将来 自分の

競争相 手とな りうる場合 には,従 業員は能 力の高い人を採 用す るイ ンセ ンテ ィブはな い。

したが って,優 秀 な新入社 員を採用 するためには,雇 用主 はその ような利害関係のな い従

業員 に新規雇用 の選考 にあた らせる必要 がある(Carmichae1,1988)。

以hを まとめると,ト ーナメ ン トのメ リッ トは,従 業員に共通に影響を与え る リスクを

排除 できる,成 果 の順位 の方が観察 が容 易である,成 果が立証不可能で も機能す るという

点で ある。一方,デ メ リッ トは,従 業 員間の能 力が異 な る場合すべての タイプの従業員 に

適切 なイ ンセ ンテ ィブを与えるこ とができない,妨 害 行為 や共謀そ して同僚を助 けるイ ン

セ ンテ ィブが ないなど従業員 の行動 を歪ませて しま う点であ る。 また,従 業員の成果が多

面的で ある場合 には順位 をつ ける ことが難 しくなるので,順 位の方が観察が容易で あると

いうメ リッ トは消滅 して しま う。

4.昇 進 によるイ ンセ ンテ ィブの必要 性

候補 の従業員 のなか で もっ ともよい成 果の人 が選 ばれ るとい う形で な され る昇 進 は,

トー ナメ ン ト理論の特徴 を持 っているので,前 節 で述 べた トーナ メン トの メ リッ トとデ メ

リッ トが昇進 によるイ ンセ ンテ ィブに も適用 される。 しか し,ト ーナ メン トの勝者に与え

る賞 金を ボーナ スと とらえ るか,昇 進 による昇給 ととらえるか を区別 してお く必要 があ

る。賞金が ボー ナスの場合 は,勝 敗 の決定後 も従業員 は同 じ仕事 を続 ける ことにな るが,

昇 進の場合,従 業員 は勝敗の決定後,賃 金 の高い仕事へ移動す る ことになる。 また,昇 進

には,候 補者を比較 して決定 され るという トーナメ ン ト形式 だけでな く,企 業が決めた昇

進基準を上回れば昇進す るという形 も存在す る。 そこで本節 では,前 節 の トーナメ ン トの

メ リッ ト・デ メ リッ トに加えて,昇 進 によるイ ンセ ンテ ィブには どのよ うな特徴 があるの
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か をまとめ,ど うして昇進 によ ってイ ンセ ンテ ィブを与え る必要が あるのか を示す こ とに

しよ う。

昇進 によるイ ンセ ンテ ィブには次 のよ うな欠点があ ることがBaker,JensenandMur-

phy(1988)に よ って指摘 されて いる。第1に,す で に昇進 して しま った後の従業員や,

昇 進競争 の敗者 とな り将来 の昇進 の期待 が もてない従業員にイ ンセ ンテ ィブを与え ること

がで きない。第2に,雇 用主 が昇進 システムを提 供 していけ るほ ど,組 織は成長 していな

いといけな い。 なぜ な ら,従 業員 を昇進 させ るためには,組 織 内にそのポ ジシ ョンがな け

れ ばな らな いが,減 退 して いる企業 はそのポ ジションを用意 できない可能性があ るので,

将 来の昇進を 目指 して頑張 るイ ンセ ンテ ィブは小 さ くな って しま うか らであ る。第3に,

効 率的な職務配置が達成で きない。昇進 にはイ ンセ ンテ ィブを与 え るだけでな く,個 人の

技能や能力 に適 した仕事 に配置す るという職務配置 の役 割がある。 しか し,も っともよい

成果の人を昇進 させ る,あ るいは,あ る基準 をク リア した人を昇進 させ るとい う方法はイ

ンセ ンテ ィブを与 え る ことが でき るが,そ の従業員 が昇進 した後 の仕 事 に適 した人 であ

る とは限 らな いの で あ る。特 に第3番 目の点 に おい て,Baker,JensenandMurphy

(1988)は,従 業 員の能力 が同質 であ る場合 や,す べて の仕 事にお いてあ るタイプが他 の

タイ プよりも優れてい るという場合 には,ト ーナメ ン トによ り,効 率 的な職務配 置を達成

す ることがで きるが,能 力や適性が仕事 によって変化す る場合 には トーナ メン トでは効率

的な職務 配置が達 成で きな いことを示 して いる。

以上 の ように,昇 進 によるインセ ンテ ィブにはさまざまな欠点 がある。 それに もかかわ

らず,多 くの企業はなぜ業績給 よ りも昇進 をイ ンセ ンテ ィブをあたえる手段 に用い るのか

とい う疑 問をBaker,JensenandMurphy(1988)は 投 げかけて いる。 その答え の一 つ

としては,前 節で トーナ メン トの利点 と して述べ たよ うに,成 果の立証 不可能性 とい うの

が あげ られ る。成果 が立証可能 で なければ絶 対的 な成 果 に基 づ く賃 金契約 が使 え ないの

で,昇 進 によ るインセ ンテ ィブが必要で あるという説 明である。 しか し,そ れだけでは理

由 として不完 全であ る。 なぜな ら,成 果が立証不 可能 である とい う理 由だけでは,ト ーナ

メン トの賞 金が昇進 であ る必 要 はな く,勝 者 にボーナスを支払 うとい う方 法で もイ ンセ ン

テ ィブを与 え ることが 可能であ るか らで ある。

一 方
,FairburnandMalcomson(2001)は,成 果が上 司にのみ観察 され,従 業員がイ

ンフルエ ンス活動 をで きる場合 には,ボ ーナスなどの昇進 に基 づかない業績給によ るイ ン

セ ンテ ィブでは努力を引 き出す ことはで きないが,昇 進 によるイ ンセ ンテ ィブはそのよ う

な場 合であ って も効果的あ ることを示 した。
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まず,業 績給 によ るイ ンセ ンテ ィブの場合を考え よう。 この場合,成 果 は上 司にのみ観

察 され るので,従 業員の賃金は上 司の報告 によって決定 させ ることになる。 ここで,上 司

の報 酬が企業の利潤に依存す るように設計 されて いると仮定 しよう。 この仮定 の下 では,

部 下の賃金を高 くす るような報告 は,上 司の利益 にはな らない。 しか し,従 業 員は,賃 金

が上司の報告に よって決 まるので 上司 に賄賂を支払 ってで も,よ い報 告を して もらう誘引

が働 く。 もし従業員か らの賄賂が よい報告をす ることによる上 司の損失 を上 回るな らば,

上 司 と部下の両方が偽 った報告 によって利益 を得 ることが できる。賄賂 を支払 ってよい報

告を して もらえ るのな らば,賃 金 は成果か ら独立 となって しま うので,従 業員は努力をす

るインセ ンテ ィブを失 うことになる。 同様 に賃金が トーナメ ン ト形式 で勝 者にボーナスを

与え るという形の場合で も,従 業員 たちは賄賂 の額 を競 い合 い,上 司は もっとも高い賄賂

を差 し出す従業員を一番 にす るだけなので,イ ンセ ンテ ィブを与 える ことはできないので

ある。

次 に,優 れた成果の従業員 を昇進 させ て,高 い賃 金を支払 うとい う形でイ ンセ ンテ ィブ

を与え る場合 を考え よう。 ただ し,昇 進す る前 の仕事 と後 の仕事 は異な る仕事であ り,能

力の 高い人 は高い方 のラ ンクの仕事 に従事 した方 が生産性 が高 くな ると仮定す る。 上司の

報酬 は企業の利潤 に依存 しているので,昇 進 は,業 績給 の場 合 と同様に,昇 進 させた従業

員 に高 い賃金 を支払 うことになるので,上 司の報酬 を低下 させ る。 しか し,そ れだ けでな

く,昇 進 は優秀 な人 を昇進 させ るのは利潤 の増加 を通 じて上 司の報酬を増加 させ るという

効果 を もた らす。つ ま り,昇 進 の場合 には,誤 って能 力のない ものを昇進 させ ると企業の

利潤 が低下す るこ とに よ り,上 司の報酬 も低下 させ る ことにな るの で,た とえ賄賂 を も

らって も低 い能力 の従業員 を昇進 させ ないほ うが上 司に とって望 ま しい くな る可能性があ

る。FairburnandMalcomson(2001)は,最 適 な賄賂 の金額 が昇進に よる賃金上昇 よ り

も小 さい,あ るい は,上 司の報告 を歪 ませ る賄賂 が存在 しな い ことを示 して い る。 した

が って,異 なる仕事へ の昇進 に基づ くイ ンセ ンテ ィブは,従 業員が成果を観察す る上司 に

賄賂 を支払 うことが可能 である場合 で も,従 業員 は上 司に能 力を高い と思わせ るため に努

力 を行 うイ ンセ ンテ ィブを持つ こ とになるのである。FairburnandMalcomson(2001)

の モ デルの ポイ ン トは,成 果 を観 察で きる上司 の報酬 が企 業の利 潤 に依存 して いる こと

と,単 に賃金 の高い仕事へ昇進 ではな く,責 任 や難 易度 な どの点で異な ってい る仕事への

昇進で あるという点 である。

これ まで は,努 力 に関す るイ ンセ ンテ ィブを考 えてきたが,業 績給の場合は技能獲得の

ための イ ンセ ンテ ィブには更 なる困難 を伴 う。 なぜな ら,従 業員の投 資によ り取得 した人
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的 資本の価値(将 来の生産への貢献)を 外部 の企業 が観察 す るあ るいは評価す ることが不

可能 であ るな らば,雇 用主 は従業 員が適切 な投資 を行 った後で裏切 って賃 金契約 を破 る

ことがで きるか らであ る。一方,従 業員 は自分が行 った人 的資本投 資 に対 して,将 来 適

切 に報酬 され ない こ とを予 想す るな ら,投 資 を控 えて しま うとい うホー ル ド・ア ップ

(Hold-up)問 題 が生 じる。Prendargast(1993)は,昇 進 に よるイ ンセ ンテ ィブは この

ような雇用主 と従 業員の2つ のモラルハザー ド問題 を解決す ることを示 してい る。Pren-

dargastの モ デルで も重 要なの は,従 業員 は昇進後異 な る仕事 に従事 す る とい う点 であ

る。 企業には簡単な仕事 と難 しい仕事が あ り,人 的資本投 資は両方の仕事 の生産性 を向上

させ るが,難 しい仕事 において よ り生産性を上昇 させ る とす る。 企業 はそれぞれの仕事 に

応 じて賃金 を支払 うことにコ ミッ トでき ると仮定す る(6>。この場合 に,雇 用主が適切 な投

資を した従業員を昇進 させ ると賃金 は上昇す るが,生 産性 も上昇 す る。2つ の仕事 が十 分

異な っていて,技 能を身 につ けた従業員を簡 単な仕事 か ら難 しい仕事 へ昇進 させ ることに

よる利潤の増加が,賃 金の増加を ヒ回 るな らば,雇 用主 はその従業 員を昇進 させ る。 従業

員 も,人 的資本投資 によ り賃金上昇が期待で きるので,適 切 な投 資を行 うインセ ンテ ィブ

を持つ ことがで きるのであ る。Prendargast(1993)の モ デルでは,技 能 を取 得 した後で

昇進す る価値があ るほど能力が高 い従業員 は昇進,能 力 が低 い従 業員は同 じ仕事 に留 まる

ことにな るので,Gibbons(1998)は この よ うな昇進 を"Up-or-Stay(昇 進 か残留)"

ル ール と呼んでい る。 この昇進 ルー ルで は技能 を取得 した後 で昇進 で きな くて も同 じ雇用

主の もとに従業員は とどまるので,企 業特殊的人 的資本 の損失 はない。 しか し,2つ の仕

事が似 た ような仕事 であ り人 的資本の価 値の差 が あま りな いよ うな場 合に は,イ ンセ ン

テ ィブを与え ることがで きな いという欠点が ある。 これに対 して,KahnandHuberman

(1998)は"Up-or-Out(昇 進 か解 雇)"ル ールの下で の人的資本投 資の イ ンセ ンテ ィブ

問題を分析 して いる。 この モデルで は,昇 進 させ ない従業員は解 雇 しな ければな らな いの

で,昇 進後の仕事が昇進前の仕事 と同 じであ って も雇 用主 は生 産性 の高 い従業員を昇進 さ

せ ることにな る。 したが って,こ のルールでは2つ の仕事 が同 じであ って も昇進 によ り,

契 約 に書 けな い人的 資本投 資を従 業員 に行 わせ るこ とが で きる。 しか し,"Up-or-Out

(昇進 か解雇)"ル ール は,昇 進 できない従業 員が身 につ けた企業特殊的人的資本が無駄 に

な って しま うとい うコス トを もた らす ことにな るσ)。

(6)従 業員がどの仕事に従事 しているかは容易に第一三者によって観察可能である。

(7)投 資 を行ったのにも関わらず解雇するという厳しい方法は,従 業員の組織への忠誠心を損なう

など心理的に悪影響を及ぼすかもしれない。それゆえ,現 実にはアメリカの弁護士事務所のよう

な技能が一般的な職種でしか"Up-or-Out(昇 進 か解雇)"ル ールは用いられていない。

91(91)一



第4巻 第1号

この ように,従 業員の イ ンフルエ ンス活動や,人 的資本投 資のホール ド・ア ップ問題 な

ど,成 果 に基づ いた賃金契約 で はイ ンセ ンテ ィブを与 え る ことが できな い状 況 において

も,昇 進を用い ることによって従業員 にイ ンセ ンテ ィブを与 え ることがで きる。 したが っ

て,企 業組織 にお いて は昇進 によるイ ンセ ンテ ィブが不 可欠 とな るのであ る。

5.今 後 の 課 題

本論文で は,企 業組織 において昇進 によるイ ンセ ンテ ィブがなぜ必 要であ るのかに関す

る理論的研究をサーベ イ した。4節 で指摘 したよ うに,企 業組織 では,昇 進 で しか有効に

イ ンセ ンテ ィブを 与え られな い状況が ある。 しか し,昇 進 によ るイ ンセ ンテ ィブは万能で

はな く,3節 で あげた ような欠点や,昇 進が トーナメ ン トの性質 を持 ってい るときには2

節 であ げた ような欠点 も既存研究 によ って指摘 されてい ることも忘 れてはな らない。 した

が って,既 存研究で指摘 されて いる昇進 によるイ ンセ ンテ ィブの問題 点は本当 に効率性 を

妨げ るのか,そ して,実 際 に問題 となるので あれ ば,ど のよ うな昇進 システムを設計すれ

ば その欠点を 回避 また は軽減 され るこ とがで き るのか を研 究す る必要 が ある。Kiyotaki

(2004),Kiyotaki(2006),清 滝(2001)は このよ うな問題意識 の もとで書か れた論 文で

あ る。

まず,Kiyotaki(2004)で は,昇 進競争 の敗者 のイ ンセ ンテ ィブ問題 について分析 され

て いる。 そ して,敗 者 とな った者 に もイ ンセ ンテ ィブを持 ち続 けさせ るための方法 と し

て,敗 者復活人事を導入 した場合の効果 につ いて分析 している。敗者復 活戦 の導 入は,敗

者に インセ ンテ ィブを与え続 け られ るとい うメ リッ トが ある一方,若 年労働者 のイ ンセ ン

テ ィブを低下 させ るとい うデ メ リッ トも生 じさせ る。Kiyotaki(2004)は メ リッ トの効 果

がデ メ リッ トよ り勝 ることを示 してお り,勝 ち抜 きタイプの昇進競争 よ りも,敗 者 復活を

含んだ昇進競争が企業組織 にとって有効で あるということを理論 的に示 した。

また,Kiyotaki(2006)で は,従 業員が複数の職務 に従事 している ときの昇進選考 の問

題を分析 してい る。 複数の職務 に従事 して いる場合 には,順 序付 けが難 しい とい う問題点

が既 存研究によ って指摘 されていたが,Kiyotaki(2006)は,各 職務 での勝者 を確率 的に

昇進 させ るとい う方法によ りこの問題を解決で きることを示 した。 そ して,よ り不確実性

が高い職務 での成果ほ ど,昇 進の選考 に用い る確率を高 くす るこ とによ り,従 業員 にすべ

ての仕事 で効率的な努力を投入 させ ることがで きることが示 されて いる。

昇進競 争の候補者 間での妨害行為の可能性を昇進競争の欠点 と して3節 で指摘 したが,
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清滝(2001)は,従 業員が,技 能を学習する投資と相手の技能蓄積を妨害する妨害行為の

2つ の行動をとることができるような状況での長期的な昇進競争では,ト ーナメント形式

の昇進選考でも妨害行為が起こらないことを示 した。つまり,一 回限りの対戦や努力によ

る熟練形成がないような職場では,既 存研究が指摘 しているように妨害行為によって効率

性が損なわれることを雇用主は認識 し,妨 害行為を抑制する対策を採る必要があるが,仕

事を行いながら技能が蓄積されてい くような職場には雇用主は妨害行為の可能性に対 して

なんら対策をとる必要はな く,雇 用主は トーナメント形式の昇進競争によるインセンティ

ブを積極的に導入すべきであるといえるのである。

以上の3つ の論文はまだ一部分に過ぎず,昇 進によるインセ ンティブが不可欠である以

上,ど のような状況で問題が生 じるのかを認識 し,そ れを解決するためには,ど のような

昇進 システム,企 業組織 昇進以外の金銭的なインセ ンティブ契約を設計すればよいのか

を今後もさらに研究してい く必要があるといえるだろう。

付録 リスクとイ ンセ ンテ ィブの トレー ドオ フ

3.2節 で は,従 業員 が リス ク中立 的 として,線 形賃金契約を用 いた場合 に,フ ァース トベ

ス トを実現 する ことができ ることを示 した。 ここで は,従 業員が リス ク回避的 であ った場

合に生 じる問題 であ る リスクとイ ンセ ンテ ィブの トレー ドオフを示 そ う。

従業員の効 用関数 が リス ク回避 的にな る以 外の設定 は3.2節 と同様で ある とす る。従業

員の効用 関数は次 のよ うな関数で表 され るとす る。

σ(κ)=一 θ一"

ここで,rは 絶対 的 リス ク回避度 であ り,正 の定数であ る。 また,κ 二WLC(の で あ る。

この とき従業員 たの確実 同値額C♂ は次 の式 で 与え られる。

ω 一α+砂 一C(の 一炉 ・σ・

ここで,1/2rβ2ゲ は リス クプ レミアムを表 してい る。 従業員 はCか を最大 にす るよ うに

努力水準を決定す るので,従 業員の問題の1階 の条件 よ り次 の条件を得 る。
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C'(♂)=β (A-1)

この式はインセ ンティブ制約を表 してる。 また.こ の契約を拒否 した場合の留保効用を

0=び(w)と すると,従 業員の参加制約は次式となる。

α・禽 一C(の 一炉 ・σ・≧W(A-2)

雇用主の問題 は

max6Lα 一β6k
α,β,〆

subjectto(A-1),(A-2)

とな る。 ここで,α が従業員 のイ ンセ ンテ ィブには影響 を 与えないので,参 加制約 を等号

に満 たす よ うに決定すれ ばよい。 したが って,参 加制約 を 目的関数 に代 入す ることに より

雇用主の問題 は,

囎μ 一砂一C(の 一炉 ・σ・
subiectto(A-1)

と な る 。 こ の 問 題 の1階 の 条 件 よ り次 式 を 得 る 。

1β =一(A -3)1+
rσ2C"(の

r,σ2,C"は す べて正の値なので(A-1)式 よ り最適 な βは1よ り小 さい ことがわか る。 し

たが って,(A-1)式 よ りC'(の く1と な る。 つ ま り,従 業員が リスク回避的な場合 は,イ

ンセ ンテ ィブの強度は フ ァー ス トベ ス トの努力を実現す る1よ り小 さくな り,そ の結 果,

努 力水準は過少 とな る。

ここで 単純化 のたあに費用関数がC(6)=1/2c62で 表 され るよ うな2次 関数で ある とす

ると,(A-3)式 は,

1β
_(A-4)
1十rσ2c

とな る。 したが って,最 適な βは,職 務の不確実性 を表す σ2が 大 き くな るほど小 さ く
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な る。 また,従 業員 の リス ク回避度rが 大 き くなるほ ど小 さ くな る。

た だ し,Zabojinik(1996)は,リ ス ク 回 避 的 な エ ー ジ ェ ン ト と リ ス ク 中 立 的 な プ リ ン

シパ ルの間の線形賃金契約 において も,不 確 実性が乗数的な シ ョックで あ り,エ ー ジ ェン

トにより努力をする.前に観察される場合には,不 確実性とインセ ンテ ィブの強度の間に正

の関係 があることを示 している。
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